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　設定来の基準価額の推移

 基準価額 13,310 円

 純資産総額 15.9 億円
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※騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の月末および設定日との比較です。

※分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口当たりの当初設定元本との比較です。

※参考指数は、S&P500トータルリターン指数〔円換算後〕です。

※参考指数の騰落率は、Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが算出しております。

※参考指数は、当該日前営業日の現地終値に為替レート（対顧客電信売買相場の当日（東京）の仲値）を

乗じて算出しております。

※マザーファンドを通じた実質比率です

（マザーファンドの組入比率を除く）。

※構成比率は小数点第2位を四捨五入してい

るため、合計が100%にならない場合があります。

※銘柄数は、新株等がある場合、別銘柄として

記載しております。

　騰落率

1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

分配金再投資基準価額 ▲ 0.67% ▲ 5.29% 24.12% 37.47% 62.01% 130.92%

参考指数 0.33% 19.47% 12.42% 36.80% 97.36% 872.86%

2024/04/09 1,000 円

2024/10/09 500 円

2025/04/09 0 円

2025/10/09 600 円

2026/04/09 1,400 円

設定来合計 6,800 円

　最近5期の分配金の推移 　ポートフォリオ構成比率

株式 93.6%

(内国内株式） (0.0%)

(内外国株式） (93.6%)

(内先物） (0.0%)

短期金融商品その他 6.4%

マザーファンド組入比率 99.0%

組入銘柄数 51銘柄 ※分配金は1万口当たり、税引前です。

運用状況等によっては分配金額が

変わる場合、或いは分配金が支払

われない場合があります。

※基準価額は1万口当たりです。

シェール関連株オープン
追加型投信／海外／株式

※基準価額は1万口当たり、作成基準日現在、年率1.705％（税抜1.55％）の信託報酬控除後です。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆または保証するものではありません。

当レポートは10枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（1/10）  552158
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　組入上位10銘柄

銘柄名 セクター 国・地域 比率 企業概要

1 マラソン・ペトロリアム エネルギー アメリカ 6.6%
下流部門のエネルギー会社。石油製品の精製、供給、販売、輸送を
手掛ける。米国で事業を展開。

2 エクソンモービル エネルギー アメリカ 5.5%
石油・天然ガス生産会社。自動車、トラック、航空、海運業界向け
に、探鉱・生産統合燃料、潤滑油、化学品、精製製品を提供する。
世界各地で事業を展開。

3 シェブロン エネルギー アメリカ 5.3%
エネルギー会社。原油、天然ガスなどの輸送燃料、潤滑油、石油化
学製品、添加剤を製造する。世界各地で事業を展開。

4 キンダー・モルガン エネルギー アメリカ 5.0%

パイプライン輸送・エネルギー貯蔵会社。パイプラインを保有・運営
し、天然ガスやガソリン、原油、二酸化炭素などの製品を輸送す
る。また石油製品や化学品の貯蔵用、および石炭や石油コークス
などのバルク材料の管理用ターミナルも運営する。

5 DTミッドストリーム エネルギー アメリカ 5.0%

中流部門エネルギー会社。天然ガスの米国州間パイプラインを保
有、運営、および開発する。州間採取パイプライン、貯蔵、採取シス
テム、および圧縮・処理・地上施設の運営に注力。米国で事業を展
開。

6 シェニエール・エナジー エネルギー アメリカ 4.5%
エネルギーインフラ会社。液化天然ガス（LNG）関連事業に従事。
総合エネルギー、公益事業、エネルギー取引会社向けにLNGを提
供する。世界各地で事業を展開。

7 フィリップス６６ エネルギー アメリカ 4.4%
ダウンストリーム分野のエネルギー会社。燃料、化学製品、ミッドス
トリーム事業、および次世代エネルギー関連の製品・サービスの製
造、輸送、販売を手掛ける。世界各地で事業を展開。

8 オキシデンタル・ペトロリアム エネルギー アメリカ 4.3%

エネルギー資源会社。原油および天然ガスの探鉱、開発、生産、販
売に従事するほか、各種基礎化学品、ビニール、パフォーマンスケ
ミカルを製造、販売する。原油、天然ガス、天然ガス液、コンデン
セート、二酸化炭素（CO2）の収集、処理、加工、輸送、貯蔵、取引、
販売も手掛ける。

9 ベーカー・ヒューズ エネルギー アメリカ 3.4%
エネルギー・テクノロジー会社。掘削、坑井介入、廃坑、表面圧力制
御、陸上複合パイプ、貯留層技術、統合坑井サービスを手掛ける。
世界各地で事業を展開。

10 EOGリソーシズ エネルギー アメリカ 3.1%

石油・天然ガス会社。石油・天然ガスの探査、開発、生産、販売を手
掛ける。米国、カナダ、トリニダードトバゴ沖、英国北海、中国を中
心とする生産事業のほか、適宜その他のグローバル地域でも事業
を展開する。

※比率は、当ファンドの純資産総額に対する実質組入比率です。銘柄は、新株等がある場合、別銘柄として記載しております。

（出所：QuickFactSet、Bloomberg）
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　ファンドマネージャーのコメント

＜投資環境と今後の見通し＞

6月の北米株式市場は、高値圏でもみ合う展開となりました。上旬は、米国の非農業部門の雇用者数が3ヵ月連続で10万人を超える増加

となったことから、利上げの可能性が強く意識され、株価は下落しました。その後は反発したものの、中旬以降は、米連邦公開市場委員会

（FOMC）後に一段と利上げ観測が強まったことなどから、上値が抑えられました。巨大企業の上場を巡る動きも注目を集めました。テスラ

のCEOイーロン・マスク氏が率いる宇宙企業のスペースXが新規株式公開で過去最大の資金を調達した一方、大手生成AI企業のオープン

AIは上場時期が遅れる可能性があると報じられました。

6月の原油価格は下落しました。中旬に米国・イラン間で戦闘終結などに関する覚書に合意したことを受けて地政学リスクが後退したほか、

ホルムズ海峡の航行正常化観測や供給不安の緩和を背景に、原油価格は軟調に推移しました。

今後の北米株式市場は、堅調に推移すると予想します。バリュエーション面での割高感が後退した一方、ファンダメンタルズは底堅い状況

です。米国景気は好調を維持し、AI・半導体関連銘柄を中心に企業業績の拡大も続く見通しです。大型生成AI企業であるアンソロピックの

上場に向けた期待感などが支援材料となる一方、利上げ観測や中間選挙に伴う不透明感の高まりなどが株式市場の重荷となる可能性も

あります。

原油価格については、下落基調で推移すると想定します。中東情勢の事態収束には依然として不透明感が残るものの、地政学リスクの後

退を背景に徐々に下落する可能性が高いと考えます。

＜運用経過と今後の運用方針＞

6月は、株価上昇に伴い指標面での割安感が後退したと判断したカナダのエネルギー・インフラサービス関連株を一部売却しました。

今後の運用につきましては、原油生産から石油製品の精製・販売まで広く事業が分散されている総合エネルギー株を高位にウェイト付け

した現行のポートフォリオを概ね維持する方針です。

　組入上位国・地域

国･地域 比率

1 アメリカ 84.6%

2 カナダ 9.1%

3 　　　           ― 　　―

4 　　　           ― 　　―

5 　　　           ― 　　―

　組入上位5セクター

セクター名 比率

1 エネルギー 86.1%

2 公益事業 7.6%

3 　　　                     － －　

4 　　　                     － －　

5 　　　                     － －　

※比率は、当ファンドの純資産総額に対する実質組入比率です。
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※ 今後の運用方針等は、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。また、市場環境等についての評価、

分析等は、将来の運用成果を保証するものではありません。

当レポートは10枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（3/10）  552158



　ファンド情報

設　定　日 2013年4月25日

償　還　日 2045年4月7日

決　算　日 毎年4月9日および10月9日(休業日の場合は翌営業日)

　ファンドの特色

シェール関連株オープン
追加型投信／海外／株式
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　投資リスク（1）
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　投資リスク（2）
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　お申込みメモ
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　ファンドの費用
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日本証券業
協会

一般社団法人
資産運用業

協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（金融商品取引業者）

岡三証券株式会社 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 関東財務局長（金商）第169号 ○

阿波証券株式会社 四国財務局長（金商）第1号 ○

臼木証券株式会社 関東財務局長（金商）第31号 ○

永和証券株式会社 近畿財務局長（金商）第5号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ ○

香川証券株式会社 四国財務局長（金商）第3号 ○

寿証券株式会社 東海財務局長（金商）第7号 ○

静岡東海証券株式会社 東海財務局長（金商）第8号 ○

大山日ノ丸証券株式会社 中国財務局長（金商）第5号 ○

東武証券株式会社 関東財務局長（金商）第120号 ○

播陽証券株式会社 近畿財務局長（金商）第29号 ○

光証券株式会社 近畿財務局長（金商）第30号 ○ ○ ○

益茂証券株式会社 北陸財務局長（金商）第12号 ○

松井証券株式会社 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

三木証券株式会社 関東財務局長（金商）第172号 ○

三田証券株式会社 関東財務局長（金商）第175号 ○

三菱ＵＦＪ eスマート証券株式会社 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

武甲証券株式会社 関東財務局長（金商）第154号 ○

（登録金融機関）

株式会社イオン銀行（委託金融商品取引
業者：マネックス証券株式会社）

関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行(委託金融商品
取引業者：マネックス証券株式会社)

関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社千葉興業銀行 関東財務局長（登金）第40号 ○

株式会社東北銀行 東北財務局長（登金）第8号 ○

商号 登録番号

加入協会

（注） 販売会社によっては、現在、新規のお申込みを受け付けていない場合があります。

　販売会社について

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。なお、販売会社に
は取次販売会社が含まれる場合があります。

シェール関連株オープン
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※株式会社ＳＢＩ証券は、一般社団法人日本STO協会にも加入しております。
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シェール関連株オープン
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　ご注意

・ 本資料はSBI岡三アセットマネジメント株式会社が作成した資料です。購入の申込みに当たっては、投資信託説明書
（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますようお
願いします。投資信託説明書（交付目論見書）の交付場所につきましては「販売会社について」でご確認ください。

・ 本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証
するものではありません。また、税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示す
ものではありません。

・ 本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針
通りの運用が行われない場合もあります。

・ 本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありま
せん。
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